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余裕期間制度に関する特記仕様書 

 

 

本工事は、受注者の円滑な施工体制の確立を図るため、事前に労働者の確保や現場に搬入しな

い資材等の準備等を行うことができる余裕期間を設定した工事である。 

 

１．用語の定義 

この要領における用語の定義は、次の各号に定めるものとする。 

（１）余裕期間  受注者が労働者及び建設資機材を計画的に確保するための期間で、契約締

結日から工事着手日（以下「着工日」という。）の前日までをいう。 

（２）実 工 期  着工日から工期の末日まで（実際に工事を施工するために必要な期間）を

いう。 

（３）全体工期  余裕期間と実工事を合計した期間（契約期間） 

（４）着 工 日  実際に現場において工事に着手する日 

（５）工期末尾  契約期間の最終日 

 

２．余裕期間制度の方式 

余裕期間の方式は、発注者が工事の着工日を設定した余裕期間制度「発注者指定方式」とす

る。 

 

３．余裕期間及び実工期 

余裕期間：本契約締結日（議会の議決）から令和９年３月１８日（着工日の前日）まで 

実 工 期：令和９年３月１９日（着工日）から令和１０年１２月１８日（工期末日）まで 

 

４．余裕期間における技術者等の配置 

（１） 余裕期間内は、建設業法第２６条に基づく主任技術者又は監理技術者（以下「主任技

術者等」という。）の配置を要しない。 

（２） 余裕期間内は、工事請負契約約款第１１条に基づく現場代理人の配置を要しない。 

 

５．余裕期間内の準備等 

余裕期間内は、現場に搬入しない資材等の準備及び書類作成等については行うことができる

が、現場への資材の搬入、現場への仮設物の設置など工事の着手と判断される準備等は行っては

ならない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責任により行うものとする。 

 

６．余裕期間内の現場管理 

 余裕期間内の現場管理は、発注者の責任において行うものとする。 
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７．前金払 

工事請負契約約款第３５条に基づく前金払の請求は、着工日以降に行うことができるものとす

る。 

 

８．中間前金払 

工事請負契約約款第３５条及び小郡市建設工事中間前金払取扱要領第２条に基づく中間前金払

の要件において、工期とは実工期とする。 

 

９．工程表 

 工事請負契約約款第３条に規定する工程表については、余裕期間を記載して提出するものとす

る。 

 

１０．補償期間 

 工事請負契約約款第５条に規定する契約の保証期間については、全体期間を満たすものとす

る。 

 

１１．ＣＯＲＩＮＳへの登録 

 主任技術者等及び現場代理人の従事期間は、実工期をもって登録する。（余裕期間を含まない

ことに留意するものとする。） 

 

１２．その他 

本特記仕様書に定めのない事項については、受発注者間で協議して定めるものとする。 

 


